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資料：厚生労働省　平成 26 年度被保護者調査より作成（なお，27 年度分は28 年 3月次報告（概数）より月平均値を算出した）
総数には保護停止中の世帯も含む。（各世帯類型別の世帯数に保護停止中は含まれていない。）
注：・「高齢者世帯」 男女とも65 歳以上の者のみで構成されている世帯か，これらに18 歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。平成
16 年度までは，男65 歳以上，女 60 歳以上の者のみで構成されている世帯若しくは，これらに18 歳未満の者が加わった世帯。・「傷病・
障害者世帯」 世帯主が障害者加算を受けているか，身体障害，知的障害等の心身上の障害のため働けない者である世帯並びに世帯主
が入院（介護老人保健施設入所を含む。）しているか，在宅患者加算を受けている世帯，若しくは世帯主が傷病のため働けない者である世
帯。・「母子世帯」 死別，離別，生死不明，未婚等により，現に配偶者がいない65 歳未満の女子と18 歳未満のその子（養子を含む。）のみ


























　次に表 1を参照されたい。これは，平成 12 年度以降の各種扶助別の人員の経過を示したも
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図 3　被保護実人員・保護の種類別扶助人員の推移
資料：厚生労働省　平成 26 年度被保護者調査より作成（なお，27 年度分は28 年 3月次報告（概数）より月平均値を算出した）
「その他の扶助」は，「出産扶助」「生業扶助」「葬祭扶助」の合計である。
表 1　最近 16 年間（介護扶助創設後）の種類別扶助人員推移（再掲）









扶助費の10 倍になる。因みに，実績額として確定している平成 26 年度の介護扶助費国負担額
は807 億円であることから，介護保険給付を合わせると単純計算で8,070 億円となり，同年度の



































　社会全体で高齢者介護を支える仕組みとして，平成 12 年 4月に創設された介護保険制度に
おける全国の要介護（支援）認定者数は，平成 27 年 12月末現在，約 619 万人である。この内
65 歳以上の第１号被保険者の認定者数は約 605 万人。全 65 歳以上の高齢者に占める認定者
の割合は約 18.4％となっている。また，介護サ ビースの利用者数については，居宅（介護予防）
サ ビースが約 393.5 万人，地域密着型（介護予防）サ ビースが約 41.5 万人，施設サ ビースが約
91.4 万人の合計で約 526 万人となっている 。
　厚生労働省の介護保険事業状況報告年報によると，介護サ ビースにかかった総費用額は，決




高額医療合算介護サ ビース費，特定入所者介護サ ビース費を含む給付総額は，9兆 5,887 億円
となり，数値の上では3,338 億円が利用者負担軽減の費用として費やされている計算となる。
　一方で，制度が施行された平成 12 年度の実績を見ると，要介護（支援）認定者数は約 256 万
人，サ ビース受給者数は年度平均で約 184 万人，高額介護サ ビース費を含む給付総額は3兆
2,427億円であったことから，制度施行後10年余りを経て要介護（支援）認定者数は2.37倍，サー
ビス受給者数は2.85 倍，総費用額は2.95 倍へと膨らんだ。
　最新の人口推計によると，高齢化はますます進行し，平成 24 年に3,079 万人であった65 歳以
上の高齢者は，13 年後の平成 37 年には3,658 万人になることが予想されている。このうち，介
護が必要となる確率の高い75 歳以上は1,519 万人から2,179 万人へと約 700 万人増える見込
みである。また高齢者の増加に伴い，介護保険給付費についても19.8 兆円へと急増する見通し
である 。社会保障給付費全体における状況を見ると，平成 37 年には医療と介護の費用が突出
して増える見込みであり，医療は35.1 兆円から1.5 倍の 54 兆円へ 19 兆円の増，同様に介護は
2.3 倍の 11 兆円増となっている。年金の1.1 倍（53.8 兆円から60.4 兆円・7兆円増）やその他 1.2





の半分を介護保険料として，人口割合に応じて65 歳以上の第 1号被保険者が 22％分，40 歳
～64歳までの第2号被保険者が28％分の負担を行う仕組みである。また，高齢化の進行に伴い，







































（2）平成 18 年度実施（施設給付費の見直しのみ平成 17 年 10月）
　限られた財源を有効に活用するため，現行の各サ ビースの報酬・基準について，効率化・適
正化の観点から見直しがされ，全体で△ 0.5％の介護報酬改定が行われた。具体的には，①従

































































は，年収 280 万円以上，夫婦の場合は同様に346 万円以上）に，2割の利用者負担を求め
る。
④　 高額介護サ ビース費の見直しを行い，現役並み所得者 9）の限度額を医療保険の一般世帯
の限度額と同じ44,400 円に引き上げる。
⑤　 低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」（特定入所者介護（予防）サー
ビス費）の要件に資産などを追加（平成 27 年 8月施行）する。具体的には，預貯金額につ































































































































































員の総数は38 名となる。当自治体の被保護高齢者世帯数は，平成 27 年度末で5,749 世帯とな










　太線の□で囲った自治体が練馬区である。平成 22 年度のA・介護扶助費総額は約 4億 7
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千万円。また，B・受給者数は1,640 人，C・扶助費は289,081 円であった。なお，東京 23 区は
約 89万人の世田谷区から約6万人の千代田区まで，人口差が大きく被保護者数自体も違うため，
単純な費用総額での比較は難しい。そこで，C・扶助費に焦点をあてて比較することにした。この
平成 22 年度の数値において，練馬区は23 区全体で低額なほうから10 位であった。23 区全体
のC・扶助費の平均額が約 315,000 円であることを踏まえると，若干平均額より少ない状況にあっ
たといえる。次に，生活支援員配置後の26 年度の数値を見てみたい。D・介護扶助費総額は


















9,995 万円（26 年度予算ベース）となっている。22 年度と比較した26 年度のI・1人当たり介護扶
助費減少額は，単年度で55,663 円となった。これは介護費用総額分の1割相当分に過ぎない
ため，介護保険給付額の9割分と合わせると1人当たり556,630 円の単年度減少額となる。練
馬区の介護扶助受給人員は2,391 人（26 年度）であることから，1人当たりの介護扶助費が 22











































表 3　介護保険給付の状況比較（東京 23 区）









 2） 厚生労働省　資料「生活保護受給者の動向について」平成 26 年 10 月
  3） 尾藤廣喜・木下秀雄・中川健太郎編著：生活保護法の挑戦　高菅出版　2000　p23
  4） 里見賢治：社会保険方式の再検討，高齢社会と社会政策，ミネルヴァ書房：p71-72，1999
  5） 東京都福祉局生活福祉部保護課：介護扶助実施の手引き，p25，平成 16 年 3 月
  6） 厚生労働省：介護給付適正化計画に関する指針について，平成 19 年 3 月











12） 練馬区資料：生活支援員制度・保護 4係高齢特化体制のメリット・デメリットの分析，平成 27 年 12 月
〈参考文献〉
・厚生労働省：社会保障審議会介護給付費分科会資料，平成 24 年度介護報酬改定の概要，平成 24 年 1 月
・厚生労働省：社会保障審議会介護給付費分科会資料，平成 27 年度介護報酬改定の概要，平成 27 年 2 月
・生活保護自立支援の手引き編集委員会編：生活保護自立支援の手引き，中央法規，2008
・川村匡由；改正介護保険サービス・しくみ・利用料がわかる本，自由国民社，2015
・今井伸；わかるみえる社会保障論，みらい，2016
